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[image: image18.emf]（震災影響の東西格差）
　東日本大震災後のいくつかの統計・指標では、関東・近畿間の格差が顕著に現れてきている。株価では大証指数が東証指数に先駆けて回復、消費については近畿でも落ち込みがみられ、自粛ムードが影を落としたようだが、関東に比べれば影響は限定的に留まっている。企業や家計のマインドでも、近畿の悪化幅は相対的に小幅に留まっており、株価や消費同様、西高東低型の構図になっている。今後、(1)日本最大の経済圏である関東からの波及を受けて近畿経済も下方にシフトしていくのか、それとも(2)関東に次ぐ経済規模を持つ近畿が持ちこたえることで日本経済の回復がサポートされるのか、近畿の動向が一つのカギを握っている。この結果が日銀の金融政策や金融市場の日本経済に対する見方に大きな影響を与えることになるだろう。
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（日米欧金融政策）

　４月FOMCにおいて金融緩和を当面維持する姿勢が示されたことでFRBの早期利上げ期待が後退し、既に利上げに転じたECBの引き締め姿勢が際立つ形となっている。日米はともに緩和維持とはいえ、金融引き締め時期が焦点のFRBに対し、日銀は追加緩和方向を向いており、日米間のスタンスにも大きな隔たりがある。

[image: image20.emf]（金融市場の動き）

　４月の金融市場はドル安・債券高（長期金利低下）・株は小幅高となった。株価は膠着気味に推移したが、海外株高を受けて若干上昇。長期金利は米の金融緩和長期化観測の影響などでやや低下した。為替ではドルが多くの通貨に対して売られる中、特に利上げを開始したユーロが大幅に続伸した。
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民間雇用者は26.8万人増と5年ぶりの大幅増
　米労働省発表の４月雇用統計は、非農業事業部門の雇用者が前月比24.4万人となり、市場予想（18.5万人）を上回った。また、計+4.6万人の上方改定により２月が同23.5万人、３月が同22.1万人となり３ヵ月連続で20万人を超える増加となった。特に、政府部門を除く民間雇用は同26.8万人増と14ヵ月連続で増加、市場予想（同20.0万人増）を上回る2006年２月（28.6万人増）以来約５年ぶりの大幅増となり、直近３ヵ月の平均では25.3 万人増となった。
　部門別の雇用増減を見ると、４月の民間生産部門は前月比4.4万人、そのうち建設業は0.5万人増に留まるが、製造業は2.9万人（前月2.2万人）、鉱業等では1.0万人の増加を見せた。


４月失業率は9.0％と５ヵ月ぶりに上昇
　家計調査による４月の失業率は9.0％と上昇、前月、市場予想（ともに8.8％）を上回った。失業率は11月の9.8％を最近のピークとし、その後低下していたが、５ヵ月ぶりに上昇に転じた。４月家計調査では、雇用者が前月比▲19万人減少の一方、失業者は同+20.5万人と増加していた。

　失業率は、リセッション入り前の2007年11月は4.7％、金融危機時（2008年９月）は6.2％、１年後の2009年10月には10.1％と1983年6月(10.1％)以来26年ぶりの高水準に上昇、昨年11月（9.8％）までは下げ渋っていたが、その後は３月まで４ヵ月連続で低下、下げ幅も▲1.0％ポイントに昇る改善を見せていた。いずれにしても、上記リセッション前との比較ではなお倍近い高水準にあり、リセッション前の水準を回復するには長期の時間を要しよう。
　米国経済は2007年12月にリセッション入りした後、失業者数が急増、４月も1374万人を数える。失業者の42％に当たる583万人が６ヵ月以上の失業状態にあり、４月の就業者比率（employment-population ratio）が58.4％と低水準にあるなど、依然厳しい情勢が続いている。
。



【就業者】
●就業者数は5928万人。前年同月に比べ13万人の減少。４か月ぶりの減少

●雇用者数は5206万人。前年同月に比べ10万人の減少

●主な産業別就業者を前年同月と比べると、「製造業」、「宿泊業、飲食サービス業」などが減少、「医療、福祉」などが増加
【就業率】

●就業率は56.2％。前年同月に比べ0.1ポイントの低下

●15～64歳の就業率は69.7％。前年同月に比べ0.1ポイントの上昇
【完全失業者】

●完全失業者数は304万人。前年同月に比べ26万人の減少。10か月連続の減少

●求職理由別に前年同月と比べると、「勤め先都合」が27万人の減少。｢自己都合｣は３万人の増加
【完全失業率】

●完全失業率（季節調整値）は4.6％。前月と同率
【非労働力人口】

●非労働力人口は4317万人。前年同月に比べ44万人の増加
	●東日本大震災の影響により，３月以降，岩手県，宮城県及び福島県では，労働力調査の実施が困難な状況となっています。（当該３県における調査世帯は約2,200世帯で，全国に占める割合は５％程度となっています。）

●このため，３月分以降については，当面，当該３県を除く全国の結果を公表します。



●前年同月に比べ、労働力人口は40万人(0.6％)の減少、非労働力人口は44万人(1.0％)の増加
●15～64歳の労働力人口は37万人(0.6％)の減少，非労働力人口は18万人(0.9％)の増加
 



就業者数
●就業者数は5928万人。前年同月に比べ13万人(0.2％)の減少。４か月ぶりの減少。

男性は10万人の減少，女性は４万人の減少

就業率
●就業率(15歳以上人口に占める就業者の割合)は56.2％。前年同月に比べ0.1ポイントの低下

●15～64歳の就業率は69.7％。前年同月に比べ0.1ポイントの上昇。

男性は79.7％。0.1ポイントの低下。
女性は59.5％。0.2ポイントの上昇
従業上の地位
●雇用者数は5206万人。前年同月に比べ10万人(0.2％)の減少。７か月ぶりの減少。

　　男性は2997万人。４万人の減少。

　　女性は2210万人。５万人の減少

●自営業主・家族従業者数は697万人。前年同月に比べ３万人の増加
従業者規模

●企業の従業者規模別非農林業雇用者数及び対前年同月増減
　　　1～29人規模
1498万人と，18万人(1.2％)減少。２か月ぶりの減少
　　30～499人規模
1785万人と，前年同月と同数
　　30～499人規模
1370万人と，１万人(0.1％)減少。３か月ぶりの減少

　　産業




企業経営情報レポート

競合時代の法人営業のあり方！
組織営業推進のポイント


　　　　　　　今求められる組織営業体制の構築
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　競合相手に打ち勝つための組織営業の進め方
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　個人営業から組織営業転換で成功した事例
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・





　経営環境が厳しい今日にあって、ベテラン営業マンの定年退職や転職による業績が悪化する企業と、同じような条件でありながら業績を伸ばしている企業とでは、営業スタイルに大きな違いがあります。

　それは、業績悪化企業は個人頼みの営業が主体である一方、高業績企業は個人頼みの営業ではなく、大企業のように組織営業体制を確立させているため、営業マンの退職や転職による業績への影響が少ないことです。

　本レポートでは、人的資源が乏しい中小企業でも大企業並みの営業体制を構築することで、営業力の低下を回避できるような仕組みづくりについて解説します。


　システムインテグレーション事業の㈱大塚商会は、組織営業を展開しています。エリア営業がお客様を訪問し、会話の中で顧客の「困り事」の情報を収集して、幅広い商品ラインアップの中から最適な提案を行います。その情報を共有してお客様のニーズによっては、エリア営業が単独で提案をするのではなく、専門知識を持つ専任営業やＳＥと協働してコンサルティングを行い、システム開発の提案をすることで業績を伸ばしています。
　また、医薬品卸の㈱スズケンは、グループ企業の全営業担当者4,000人が利用する営業支援システムを活用しています。システムでは、製薬会社が提供する製品情報や学術情報、医療関係者やドラッグストアなどターゲット顧客の情報、営業活動の進捗状況、受注実績と傾向などを共有しています。全国の営業拠点からの情報をすぐに共有できるようにしたり、集約された情報を専門部署で分析したりすることで、個々の営業担当者の営業活動に依存しがちな営業スタイルを変え、組織的な営業力の強化を図っています。

　どちらの企業も、協力や情報共有により組織営業を展開しています。

　営業力の弱体化は、優秀営業マンのノウハウや情報が共有化されないことが一番の原因といえます。したがって、個々の項目別に現状を把握して、必要な部分を強化していけば、結果として営業力の強化が出来ることになります。

　売れる営業マンになるための必要条件は次の通りですが、実際に優秀営業マンを分析すると、多くの項目で売れない営業マンと差がついていることがわかります。
■営業マンの必要条件

　以上のことは、あくまで営業マン個人レベルの営業力を高めるために必要な項目です。

　これを営業マン全員が身に付けるためには、優秀営業マンの真似をさせることが一番の近道です。

　営業マンがこれらを身に付けた上で、売れる営業集団になるためには、以下の項目を実施する必要があります。
	①社外・社内情報の共有化

②営業ツールの更新と共有化

③営業テクニック・営業トークの組み立てと共有化

④社内方針とルールの徹底

⑤営業の進捗管理


　全ての項目で網羅されるのは「共有化」という言葉です。

　共有化するための場面としては、朝のミーティングや週一回のミーティング、日報などが挙げられます。顧客情報や競合の動向、成功事例の共有などは、メールなどあらゆるコミュニケーションツールを活用して共有することができます。

　たとえ営業マンが飛び回っていて直接的なコミュニケーションをとる機会が少なくても、ｅメールや携帯メールなどを活用すれば、情報交換ができるだけでなく、営業マネージャーが適切なアドバイスをすることができます。

　次章からは営業行動の分解と共有の手法を具体的に解説していきます。基本的な流れとしては、法人営業「Ｂ to Ｂ」に絞って事例を紹介します。



　組織営業体制づくりには、以下の４項目を網羅する必要があります。

　優秀営業マンやベテラン営業マンは、「自分だけの情報」「自分だけのノウハウ」というように、自らの経験から積み上げたものを進んで外に出そうとしません。

　これらの社内での共有化こそが、組織営業の真髄ともいえます。

	①優秀営業マンの成功の法則を明らかにする

②優秀営業マンの行動特性を共有する

③社内ロールプレイングで顧客対応力を高める

④ペア制で「苦手な顧客」を排除する



　優秀営業マンの成功事例を参考にして、自社での具体的な「売れる法則」を明らかにしていきます。優秀営業マンの売れる法則を整理すると以下のことが挙げられます。

　

①情報の取捨選択
優秀な営業マンは、常に新しい情報を求めてアンテナを張り巡らせ、目の前にある情報を確実につかんでいます。

その情報が自社にとって有益な情報なのか、顧客に喜ばれる情報なのか、さほど必要のない情報なのかを取捨選択し、必要に応じて引き出しから情報を引っ張り出しています。

②顧客ニーズの的確な把握
　顧客ニーズをつかむのは決して容易ではありません。しかし、優秀営業マンは事前に「この業界、この規模の会社なら○○のニーズがあるはず」といった仮説を立て、面談の中でそれを検証し、ニーズを的確につかんでいます。

　また、相手の言動からその場で仮説の修正や新たなニーズを引き出し、相手に喜ばれる提案をしています。
③成功事例の法則化
　優秀営業マンは、過去の成功事例や失敗事例から多くを学び、一定の法則性を見出すことで自分なりの成功の法則としています。

　さらに、少しでも成功の法則が通用しなくなるような気配を感じると、躊躇なくその法則を捨て、新たな法則を試行錯誤して導き出しています。

④状況に応じたキラーフレーズ
　このひと言で決まる「キラーフレーズ」は、商談時において非常に重要です。優秀営業マンは、この「キラーフレーズ」をいくつも用意し、状況によって使い分けています。

　また、「キラーフレーズ」の内容をみると、「御社にとって～の効果があります」「○○のような使い方をすると作業効率が改善できます」など、相手が自社の利益をイメージしやすいようなものになっていることがわかります。

⑤営業ツールの改善
　営業マンの多くが様々な営業ツールを駆使して商談を行なっていますが、一度それで成功すると、ツールの見直しや改善をせずにそのまま使っているケースを多く見かけます。

　優秀営業マンは、そのツールで売れているときでさえ、日々見直し、改善を加えています。これが優秀営業マンたる所以です。

以上のような「成功の法則」を明らかにして、自社営業力の底上げにつなげていきます。

　売れない営業マンは情報が少ないため、ライバルに出し抜かれることも多々あります。

　逆に優秀営業マンは、いつでもどこでもアンテナを張りめぐらせて、情報収集を行っています。

　営業マンの行動特性として、自分が得た情報は自分の中だけにしまいがちという傾向があります。　この売れる秘訣を全社で共有化することでライバルに負けない体制をつくることが組織営業の体制作りです。これは、営業ミーティングやＯＪＴによる営業スタイルの共有化が必要になってきます。

　優秀営業マンの行動特性と他の営業マンとの行動特性の違いを明らかにし、優秀営業マンの行動特性を共有するには、以下の流れでミーティングを行うと効果的です。

■営業ミーティングの５つのステップ

	【ＳＴＥＰ１】優秀営業マンのしていることを明らかにする
【ＳＴＥＰ２】改善テーマを決める
【ＳＴＥＰ３】優秀営業マンの成功事例を共有化する
【ＳＴＥＰ４】チーム全体で成功事例を法則化する

【ＳＴＥＰ５】そのアイディアを実際に行って「結果を観察」する



経営データベース 

社会問題化しているメンタルヘルス

ここ数年、新聞やテレビなどで「メンタルヘルス不全」という言葉を良く聞きますが、どのような状態のことをいうのでしょうか？


１　メンタルヘルス・メンタルヘルス不全とは
「メンタルヘルス」とは、文字通り「心の健康」や「精神衛生」のことを意味します。企業経営を進める上で従業員の「心の健康」の状態に用いられることが多いです。

「メンタルヘルス不全」とは、従業員の心の健康が悪化している状態を指します。具体的には、「精神疾患や自殺」などの重度の不全から、不安や緊張・イライラ・不適応・意欲の低下・作業能率の低下・労務の不完全な提供・対人トラブルなどの軽度のものまで含まれます。
２　なぜメンタルヘルスが社会問題になっているのか

　80年代以降、ＩＴ化が産業全体に普及し、多くの産業において生産性が向上しました。

　しかしその後、バブルの崩壊を迎え、各企業では経営合理化の号令のもと、リストラなどによる人員削減が加速しました。それに伴い、仕事の進め方の大きな変化に対応することができない従業員や職場に不適応な従業員などが顕在化するようになりました。

　その結果、「過労死」や「メンタルヘルス不全による自殺」が大きな社会問題として認識されるようになりました。

　このような状況を踏まえ、厚生労働省では平成12年８月に「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」を発表しました。

　その後もメンタルヘルス不全の社会現象は減少せず、厚生労働省は更に平成18年３月に「労働者の心の健康の保持増進のための指針」を発表し、「事業者が、各事業場の実態に即した形で、メンタルヘルスケアの実施に積極的に取り組むことが望ましい」と企業に対するメンタルヘルス対策を呼びかけました。
　実際にメンタルヘルス不全の代表例である「うつ病」について見てみると、1996年に43.3万人であった患者数は、1999年には44.1万人と微増でした。しかし、2002年には71.1万人、2005年には92.4万人と６年間で２倍以上へと急激に増加しています。

３　メンタルヘルスがもたらす問題

　主要な労働力人口である20歳代から50歳代についてその分布を見ると、働き盛りの30歳代、40歳代に患者数が多いという特徴があります。

　さらには、自殺者の数も平成10年以降、急増しており毎年３万人を超えています。自殺者の人口対比では、先進７カ国中で日本は際立って高くなっています。

　企業においてメンタルヘルス不全に陥る従業員が発生するということは、従業員本人や従業員の家族の生活を崩壊させてしまうことはもちろん、企業の生産性低下、労使トラブルが発生した場合の費用と時間、社会的信用など、大きな損失を伴います。

　このような点から、メンタルヘルス対策には積極的に取り組むべきであるということがいえるのです。

経営データベース 

現場単位で取り組むべきメンタルヘルス対策

現場単位で取り組むメンタルヘルス対策について、詳しく教えてください。


　仕事は、現場での上司と部下の上下関係を通して行われます。上司は部下のメンタルヘルスをよく知ることができる立場にいるはずです。
　現場における上司のリーダーシップによるメンタルヘルスケアが、最も重要です。早期発見や発生時の対応策も重要ですが、現場管理職の最も重要な役割は、日々の仕事を通して、未然の防止対策を取ることです。

1　上司は部下の気持ちに配慮する

　業績や成果に強い達成意欲を持つ上司ほど、部下の気持ちに対する関心が薄くなりがちな傾向にあります。部下の気持ちに配慮して、部下のストレス心因を和らげ、信頼関係を築いていくことが、メンタルヘルスの最も効果のある部分なのです。

　そのために有効なスキルが「コーチング」です。コーチングには部下のメンタルヘルス維持に役立つスキルが多く含まれています。コーチングに関する書籍は多く出されていますので、管理職は是非勉強して身に付けてください。

　ただし、最も重要なことは、コーチングの基本姿勢である「上司は部下の味方である」という立場をきちんと取るということです。

　いくらテクニックを身につけても、基本姿勢ができていなければ、何の役にも立ちません。
２　セルフケアのアドバイスをする

　うつ病にかかりやすい特性を持つ従業員に対して、ストレスを解消するセルフケアの仕方をアドバイスすることも有効です。

■うつ病にかかりやすい傾向とセルフケア手法
	傾　向
	セルフケア手法

	危険生活習慣傾向
	①認知行動療法　②リラクゼーション　③食事改善

	消極傾向
	①認知行動療法

	漂流傾向
	①目標、価値観の明確化

	焦燥傾向
	①リラクゼーション　②時間活用法

	神経質傾向
	①認知行動療法　　②リラクゼーション

	孤高傾向
	①認知行動療法　　②コミュニケーションスキル


※認知行動療法：自己の思考や行動の傾向を認識し、悪い思考傾向、行動パターンに陥りそうな時に、自己軌道修正を図る癖をつけていくこと
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金融市場の動き（５月号）


～震災影響の東西格差、近畿の動向が一つのカギに
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米４月雇用者は24.4万人増


～３ヵ月連続20万人超も失業率は９％に上昇
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競合時代の法人営業のあり方！


組織営業推進のポイント
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社会問題化しているメンタルヘルス


現場単位で取り組むべきメンタルヘルス対策
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東証・大証の震災後株価推移








米４月雇用者は24.4万人増


～３ヵ月連続20万人超も失業率は９％に上昇
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■民間部門の雇用者増減(前月比)
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結 果 の 概 要








就業状態別人口　
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表１　就業状態別人口





就業者の動向　
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図３－１就業者の推移（男女計）
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表２　男女別就業者





図４　就業率の対前年同月ポイント差の推移
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表３　従業上の地位別就業者
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表４　主な産業別就業者・雇用者





注）労働者派遣事業所の派遣社員については，派遣元事業所の産業について分類しており，派遣先の産業にかかわらず派遣元産業である「サービス業　 （他に分類されないもの）」の中の「職業紹介・労働者派遣業」に分類している。なお，派遣先の産業については調査していない。





図５　主な産業別就業者の対前年同月増減の推移
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今求められる組織営業体制の構築





組織営業で業績は伸びる　


　














組織営業力強化のための必要条件　
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競合相手に打ち勝つための組織営業の進め方
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組織営業体制構築４つのポイント　

















優秀営業マンの成功法則　

















優秀営業マンの行動特性を共有する　
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